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岩手地方最低賃金審議会運営規程 

 

（規程の目的） 

第 1 条 岩手地方最低賃金審議会（以下「審議会」という。）の議事運営は、

最低賃金法（昭和 34 年法律第 137 号）及び最低賃金審議会令（昭

和 34 年政令第 163 号）に定めるもののほか、この規程の定めると

ころによる。 

（会議の招集） 

第２条 審議会の会議（以下「会議」という｡）は、会長が必要と認めた

ときのほか、岩手労働局長又は 5 人以上の委員、若しくは労働者代

表委員、使用者代表委員及び公益代表委員各 1 人以上を含む 3 人以

上の委員から開催の請求があったとき、会長が招集する。 

２ 前項の規定により岩手労働局長又は委員が会議の開催を請求しよ

うとする場合には、付議事項及び希望期日を少なくとも当該期日の

１週間前までに、会長に通知しなければならない。 

  ３ 会長は、会議を招集しようとするときには、緊急やむをえない場

合のほか、少なくとも 3 日前までに、付議事項、日時及び場所を委

員に通知するとともに、岩手労働局長に通知するものとする。 

（小委員会） 

第３条 会長は、審議会の議決により特定の事案についての事実の調査を

し、又は細目にわたる審議を行うため、委員を指名して小委員会を

設けることができる。 

（委員の欠席） 

第４条 委員は、病気その他の事由によって会議に出席できないときは、

その旨を会長に適当な方法で速報するものとする。 

  ２ 委員は、旅行その他の事由によって長期間不在となるときは、あ

らかじめ会長に適当な方法で通知するものとする。 

（会議における発言） 

第５条 委員は、会議において発言しようとするときは、会長の許可を受

けなければならない。 

（会議の公開） 
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第６条 会議は、原則として公開とする。ただし、公開することにより、

個人情報の保護に支障を及ぼすおそれがある場合、個人若しくは団

体の権利利益が不当に侵害されるおそれがある場合または率直な意

見の交換若しくは意思決定の中立性が不当に損なわれるおそれがあ

る場合には、会長は、会議を非公開とすることができる。 

  ２ 会長は、会議における秩序の維持のため、傍聴人の退場を命ずる

など必要な措置をとることができる。 

（議事録及び議事要旨） 

第７条 会議の議事については、議事録を作成し、議事録には、会長及び

会長の指名した委員 2 人が署名するものとする。 

  ２ 議事録及び会議の資料は、原則として公開とする。ただし、公開

することにより、個人情報の保護に支障を及ぼすおそれがある場合、

個人若しくは団体の権利利益が不当に侵害されるおそれがある場合

または率直な意見の交換若しくは意思決定の中立性が不当に損なわ

れるおそれがある場合には、会長は、議事録及び会議の資料の一部

または全部を非公開とすることができる。 

  ３ 議事録を非公開とする場合には、議事要旨を作成し公開するもの

とする。 

（意見及び建議の提出） 

第８条 会長は、審議会において最低賃金法及び最低賃金審議会令に基づ

いて議決を行ったときは、答申書、建議書、又は議決書をそれぞれ

議事録の写を附してその都度、岩手労働局長に送付するものとする。 

（規程の改廃） 

第９条 この規程の改廃は、審議会の議決に基づいて行う。 

 

 付則 

  この規程は、平成 6 年 8 月 1 日から施行する。 

 付則 

  この規程は、平成 8 年 4 月 1 日から施行する。 

 付則 

  この規程は、平成 9 年 12 月 10 日から施行する。 
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付則 

  この規程は、平成 12 年 6 月 30 日から施行する。 

付則 

この規程は、平成 13 年 6 月 26 日から施行する。 
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岩手地方最低賃金審議会専門部会運営規程 

 

（規程の目的） 

第１条 岩手地方最低賃金審議会に設置する専門部会の議事運営は、最低

賃金法（昭和 34 年法律第 137 号）及び最低賃金審議会令（昭和 34

年政令第 163 号）に定めるもののほか、この規程の定めるところに

よる。 

（会議の招集） 

第２条 専門部会の会議（以下「会議」という。）は、部会長が必要と認

めたときのほか、岩手労働局長又は 3 人以上の委員から開催の請求

があったとき、部会長が招集する。 

  ２ 前項の規定により岩手労働局長又は委員が会議の開催を請求しよ

うとする場合には、付議事項及び希望期日を少なくとも当該期日の

1 週間前までに、部会長に通知しなければならない。 

  ３ 部会長は、会議を招集しようとするときには、緊急やむをえない

場合のほか、少なくとも 3 日前までに、付議事項、日時及び場所を

委員に通知するとともに、岩手労働局長に通知するものとする。 

（委員の欠席） 

第３条 委員は、病気その他の事由によって会議に出席できないときは、

その旨を部会長に適当な方法で速報するものとする。 

  ２ 委員は、旅行その他の事由によって長期間不在となるときは、あ

らかじめ部会長に適当な方法で通知するものとする。 

（会議における発言） 

第４条 委員は、会議において発言しようとするときは、部会長の許可を

受けなければならない。 

（議事録及び議事要旨） 

第５条 会議の議事については、議事録を作成し、議事録には、部会長及

び部会長の指名した委員 2 人が署名するものとする。 

  ２ 議事録及び会議の資料は、公開することにより、個人情報の保護

に支障を及ぼすおそれがあること、個人若しくは団体の権利利益が

不当に侵害されるおそれがあること、または率直な意見の交換若し
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くは意思決定の中立性が不当に損なわれるおそれがあることから、

部会長は、議事録及び会議の資料を非公開とする。 

３ 議事要旨を作成し公開するものとする。 

（報告） 

第６条 部会長は、専門部会において最低賃金法及び最低賃金審議会令に

基づいて議決を行ったときは、その都度、岩手地方最低賃金審議会

長に報告するものとする。 

（規程の改廃） 

第７条 この規程の改廃は、岩手地方最低賃金審議会の議決に基づいて行

う。 

（雑則） 

第８条 この規程に定めるもののほか、議事及び運営に関し必要な事項は、

専門部会の議決に基づいて行う。 

 

付則 

  この規程は、平成 8 年 4 月 1 日から施行する。 

付則 

  この規程は、平成 9 年 12 月 10 日から施行する。 

付則 

  この規程は、平成 12 年 6 月 30 日から施行する。 

付則 

この規程は、平成 13 年 6 月 26 日から施行する。 

付則 

この規程は、平成 20 年 7 月 25 日から施行する。 
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岩手地方最低賃金審議会運営小委員会運営要領 

 

（設置） 

第１条 岩手地方最低賃金審議会運営規程第 3 条の規定に基づき「岩手地

方最低賃金審議会運営小委員会」（以下「運営小委員会」という。）

を設ける。 

（目的） 

第２条 運営小委員会は、最低賃金の審議の効率化及び最低賃金審議予定

について検討し、このほか岩手地方最低賃金審議会の要請に基づく

事項について検討するものとする。 

（組織） 

第３条 運営小委員会は、本審議会委員のみで構成し、人数は原則として

各側 2 人合計 6 人とする。 

（運営小委員長） 

第４条 運営小委員長は、公益を代表する委員のうちから、委員が選挙す

る。 

（委員の欠席） 

第５条 委員は、病気その他の事由によって会議に出席できないときは、

その旨を運営小委員長に適当な方法で速報するものとする。 

  ２ 委員は、旅行その他の事由によって長期間不在となるときは、あ

らかじめ委員長に適当な方法で通知するものとする。 

（会議における発言） 

第６条 委員は、会議において発言しようとするときは、運営小委員長の

許可を受けなければならない。  

（議事録及び議事要旨） 

第７条 会議の議事については、議事録を作成し、議事録には、運営小委

員長及び運営小委員長の指名した委員 2 人が署名するものとする。 

  ２ 議事録及び会議の資料は、公開することにより、個人情報の保護

に支障を及ぼすおそれがある場合、個人若しくは団体の権利利益が

不当に侵害されるおそれがある場合または率直な意見の交換若しく

は意思決定の中立性が不当に損なわれるおそれがある場合には、運
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営小委員長は、議事録及び会議の資料の一部または全部を非公開と

することができる。 

３ 議事録を非公開とする場合には、議事要旨を作成し公開するもの

とする。 

（報告） 

第８条 運営小委員長は、運営小委員会において検討したことについては、

その結果を速やかに岩手地方最低賃金審議会長に報告するものとす

る。 

（要領の改廃） 

第９条 この要領の改廃は、岩手地方最低賃金審議会の議決に基づいて行

う。 

（雑則） 

第１０条 この要領に定めるもののほか、議事及び運営に関し必要な事項

は、運営小委員会の議決に基づいて行う。 

 

 付則 

  この運営要領は、平成 8 年 4 月 1 日から施行する。 

付則 

  この運営要領は、平成 13 年 6 月 26 日から施行する。 
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岩手地方最低賃金審議会特別小委員会運営要領 

 

（設置） 

第１条 岩手地方最低賃金審議会運営規程第 3 条の規定に基づき「岩手地

方最低賃金審議会特別小委員会」（以下「特別小委員会」という。）

を設ける。 

（目的） 

第２条 特別小委員会は、産業別最低賃金決定等の必要性の有無について

検討するものとする。 

（組織） 

第３条 特別小委員会は、本審議会委員のみで構成し、人数は原則として

各側 3 人合計 9 人とする。 

（特別小委員長） 

第４条 特別小委員長は、公益を代表する委員のうちから、委員が選挙す

る。 

（委員の欠席） 

第５条 委員は、病気その他の事由によって会議に出席できないときは、

その旨を特別小委員長に適当な方法で速報するものとする。 

  ２ 委員は、旅行その他の事由によって長期間不在となるときは、あ

らかじめ委員長に適当な方法で通知するものとする。 

（会議における発言） 

第６条 委員は、会議において発言しようとするときは、特別小委員長の

許可を受けなければならない。 

（議事録及び議事要旨） 

第７条 会議の議事については、議事録を作成し、議事録には、特別小委

員長及び特別小委員長の指名した委員 2 人が署名するものとする。 

  ２ 議事録及び会議の資料は、公開することにより、個人情報の保護

に支障を及ぼすおそれがある場合、個人若しくは団体の権利利益が

不当に侵害されるおそれがある場合または率直な意見の交換若しく

は意思決定の中立性が不当に損なわれるおそれがある場合には、特

別小委員長は、議事録及び会議の資料の一部または全部を非公開と
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することができる。 

３ 議事録を非公開とする場合には、議事要旨を作成し公開するもの

とする。 

（報告） 

第８条 特別小委員長は、特別小委員会において検討したことについては、

その結果を速やかに岩手地方最低賃金審議会長に報告するものとす

る。 

（要領の改廃） 

第９条 この要領の改廃は、岩手地方最低賃金審議会の議決に基づいて行

う。 

（雑則） 

第１０条 この要領に定めるもののほか、議事及び運営に関し必要な事項

は、特別小委員会の議決に基づいて行う。 

 

 付則 

  この運営要領は、平成 8 年 4 月 1 日から施行する。 

 付則 

  この運営要領は、平成 13 年 6 月 26 日から施行する。 
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岩手地方最低賃金審議会における最低賃金の  

審議の効率化に関する申し合せ事項 

 

                  平成 15 年 6 月 24 日  

                  平成 20 年 7 月 24 日  

               改正  平成 29 年 6 月 29 日  

 

１  岩手県最低賃金専門部会  

（１）岩手県最低賃金専門部会は、人数は各側 3 名合計 9 名

とする。  

（２ ）部 会の 開 催回 数は 、関 係 行政 機関 等の 概 況説 明及 び目

安の伝達を除き、原則として 3 回以内とする。  

第 1 回目は、部会構成及び関係参考人からの意見聴取

並びに前年度における確認事項の検討、第 2 回目及び第 3

回目は、金額審議を行うものとする。  

（３ ）審 議資 料 とし ては 、岩 手 労働 局が 実施 す る最 低賃 金に

関する基 礎調査 結果及び その他 の既存資 料を活 用するも

のとする。  

（４ ）目 安の 伝 達、 関係 行政 機 関等 の概 況説 明 及び 最低 賃金

に関する 基礎調 査結果説 明は 、 本審議会 におい て行うも

のとする。  

（５ ）最 低賃 金 の改 正に あた っ ては 、中 央最 低 賃金 審議 会よ

り提示された目安を参考にするものとする。  

 

２  運営小委員会  

（１ ）審 議の 運 営に 関す る事 項 を検 討す る運 営 小委 員会 は、

本審議会委員のみで構成し、人数は各側 2 名合計 6 名と

する。  

（２ ）委 員会 は 、最 低賃 金等 の 審議 の効 率化 及 び最 低賃 金 審

議計画に ついて 検討し、 この外 、本審議 会から 付託され

た事項について検討するものとする。  

 

３  特別小委員会  

（１ ）産 業別 最 低賃 金決 定等 の 必要 性の 有無 に つい て検 討す

る特別小 委員会 は、本審 議会委 員のみで 構成し 、人数は
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原則として各側 3 名合計 9 名とする。  

（２ ）当 該産 業 の実 情に つい て 、必 要に 応じ 関 係労 使等 から

の意見聴取や実地視察を行うものとする。  

（３）委員会の開催回数は、原則として 2 回以内とする。  

   第 1 回目は、委員会構成及び必要性審議、第 2 回目は、

必要性審議を行うものとする。  

 

４  産業別最低賃金専門部会  

（１ ）産 業別 最 低賃 金の 決定 等 につ いて 調査 審 議を 行う 産業

別最低賃金専門部会は、人数を各側 3 名合計 9 名とする。  

ただし、労働者を代表する委員及び使用者を代表する

委員の各 3 名のうち、原則として少なくとも各側 2 名は、

当該決定を行おうとする産業に直接関係する労働者及び使

用者を代表する者をもって充てるものとする。  

（２）部会の開催回数は、原則として３回以内とする。  

第 1 回目は、部会構成、審議日程の決定及び最低賃金

に関する 基礎 調 査結果の 説明 を 行い、審 議の 状 況によっ

ては金額審議を行うものとする。第 2 回目及び第 3 回目

は、金額審議を行うものとする。  

   な お 、合 同によ り部 会を 配置 す る場 合は 、原則 とし て、

第 1 回目は、部会構成、審議日程及び最低賃金に関する

基礎調査結果の説明を行い、第 2 回目及び第 3 回目は、

金額審議を行うものとする。  

（３ ）関 係労 使 参考 人か らの 意 見聴 取は 行う も のと する が、

その時期及び手法は専門部会の判断によるものとする。  

 

５  その他  

  審 議 日程 に つい ては 、原 則 とし て第 １回 専 門部 会等 にお

い て 決 定 す る も の と し 、 こ の 日 程 は 尊 重 さ れ る も の と す る 。  

 

 

（確認事項）  

（１）原則として参考人からの意見聴取は 1 名ずつ行うもの

とし、この場合他の参考人を同席させることはしない。  

（２ ）参 考人 に 対し ては 、あ ら かじ め聴 取事 項 を書 面で 通知
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するとと もに、 参考人か らの説 明の概要 につい て事前に

書面で提出していただくよう配慮するものとする。  

（３ ）参 考人 が 都合 等で 出席 で きな い場 合は 、 代理 人の 出席

又は文書による意見の提出ができるものとする。  

（４ ）産 業別 最 低賃 金の 改正 の 申出 のう ち、 7 月ま でに 提出

されたも のにつ いては、 年内発 効を目途 に審議 を進める

ものとする。  

（５）最低賃金法施行規則第 11 条に基づく公示により提出さ

れた意見 書の取 扱いにつ いては 、その内 容に応 じ該当す

る専門部会において審議するものとする。  
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岩手地方最低賃金審議会の公開に関する事務処理要領 

平成 15年 5月 29 日 

改定 平成 20 年 7 月 24 日 

改定 平成 29 年 6 月 29 日 

改定 令和 元年 5月 30 日 

 

１ 趣旨 

本要領は、審議会の公正な審議の確保、透明性の確保と個人情報の保護、個人

や団体の権利の不当侵害等防止をはかり、審議会の公開と審議会の議事進行を円

滑に行うための事務処理要領を定めるものである。 

 

２ 審議の公開、非公開 

法令等により審議で扱う内容が漏えいした場合、守秘義務違反を問われる恐れ

のある事項を扱う審議及び岩手地方最低賃金審議会運営規程第 6条第 1項に基づ

き、「個人若しくは団体の権利利益が不当に侵害される恐れがある場合または率

直な意見の交換若しくは意思決定の中立性が不当に損なわれる恐れがある場合」

で、審議会長が必要と認めたときは非公開とする。 

 

３ 事前対応 

（１）審議会開催の概ね 10日前に局掲示板及び局ホームページに開催日時、場所、主

要議題、傍聴人数を示した募集要領を掲載する。(別添 1 省略) 

 

（２）傍聴申込みがあった場合は、傍聴人名簿と傍聴整理券を作成し、傍聴を認めた

者には、『傍聴整理券』『審議会傍聴にあたっての遵守事項』を送付する。 

  （別添 2、別添 3 省略） 

 

（３）申込者多数の場合は、抽選により当選者を決定し、申込者に当落を通知する。 

   (別添 4 省略) 

 

４ 当日の対応 

（１）審議会場に傍聴人受付と傍聴人席を設ける。 

 

（２）受付において傍聴人名簿と傍聴整理券を照合し、傍聴人を傍聴人席に着席させ

る。 

 

（３）遵守事項に反した場合は、遵守事項を再度説明し、その行為を止めさせるか、

退去要求を行う。 

 

（４）報道機関に対する対応について 

① 取材申入れ等の窓口は、事務局（岩手労働局労働基準部賃金室）とし、報道

機関担当者をおく。 

② 録音機及び写真機・テレビカメラ等の機材を用いた撮影・取材は、審議会開
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始直前まで（いわゆる頭撮り）とし、審議会開始後は傍聴のみとする。 

③ 人数は募集人数の枠外とし、記者席を設けるものとする。 

④ その他の取扱い及び遵守事項については、一般傍聴人と同様とする。 

⑤ 報道機関から申入れがあった場合は、審議終了後に取材対応を行う場を設け、

原則として事務局が対応する。必要に応じ、了解を得て審議会委員の同席を依

頼する場合があるものとする。 

⑥ 非公開審議について、取材の求めがあった場合は、取材対応の場を設け、事務

局において、審議会終了後、個人情報保護、個人や団体の権利の不当侵害防止、

円滑な審議の運営に配慮したうえで、議事の要旨を説明する。 
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公開・非公開関係一覧表（運用） 

 議  事 議 事 録 議事要旨 

本審（金額審議等を除く） 公  開 公  開 ― 

本審（金額審議等について） 原則公開 原則公開 公  開 

本審（金額審議等を含むものについて） 原則公開 原則公開 公  開 

専  門  部  会 非 公 開 非 公 開 公  開 

小  委  員  会 原則非公開 原則非公開 公  開 

なお、金額審議等とは、実地視察、参考人意見聴取、採決の本審議会、異議 

申し立てにかかる審議等をいう。 



資料№3

月　　日 時　　刻 本審及び部会別 備　　考 月　　日 時　　刻 本審及び部会別 備　　考

５月１９日（金） 14:30 第１回公益委員会議 審議会の運営等 （５月１７日（金）） （15:00） 第１回公益委員会議 審議会の運営等

― ― ― ― （５月下旬）
運営小委員会
（必要であれば）

議事の公開等

６月７日（水） 10:00 第1回本審 審議会の運営等 （６月７日（金）） （10:00） 第1回本審 審議会の運営等

６月１６日（金） １日 実地視察 岩泉町、製造業 （６月中旬） １日 実地視察 地域未定、業種未定

６月３０日（金）
中央最賃審

（目安小委員会）
目安諮問 ６月下旬）

中央最賃審
（目安小委員会）

目安諮問

― ― ― ― ― ― ― ―

７月４日（火） 13:30 第２回本審 県最賃諮問 （７月５日（金）） （13:30） 第２回本審 県最賃諮問

― ― ― ― ― ― ― ―

７月２８日（金） 中央最賃審 目安答申 ７月下旬 中央最賃審 目安答申

８月１日（火） 13:30 第３回本審
目安伝達

行政機関概況説明
主要指標説明

（８月２日（金）） （13:30） 第３回本審
目安伝達

行政機関概況説明
主要指標説明

８月２日（水） 13:30 ①県最賃専門部会
部会長、代理の選出
参考人意見聴取

労使の基本的考え方
（８月５日（月）） （10:00） ①県最賃専門部会

部会長、代理の選出
参考人意見聴取

労使の基本的考え方

８月３日（木） 13:30 ②県最賃専門部会 金額審議 （８月６日（火）） （10:00） ②県最賃専門部会
全国の審議状況

金額審議

８月４日（金） 16:00 ③県最賃専門部会 金額審議 （８月７日（水）） （13:30） ③県最賃専門部会
全国の審議状況

金額審議

８月７日（月） 13:30 ④県最賃専門部会
金額審議
結　審

（８月８日（木）） （13:30） ④県最賃専門部会
全国の審議状況

金額審議
結　審

８月８日（火） 10:00 第４回本審
県最賃審議、採決、答申
特定最賃必要性諮問
特別小委員会設置

（８月９日（金）） （13:30） 第４回本審
県最賃審議、採決、答申
特定最賃必要性諮問
特別小委員会設置

８月２１日（月） 10:00 特別小委員会 特定最賃必要性審議 （８月２０日（火）） （10:00） 特別小委員会 特定最賃必要性審議等

（８月２１日（水）） （10:00）
特別小委員会
（予備日）

特定最賃必要性審議等

８月２４日（木） 10:00 第５回本審

県最賃異議諮問、審議、採決、答
申
特定最賃必要性審議、採決、答申
特定最賃改正決定諮問
特定最賃各専門部会設置

（８月２７日（火）） （10:00） 第５回本審

県最賃異議諮問、審議、採決、答
申
特定最賃必要性審議、採決、答申
特定最賃改正決定諮問
特定最賃各専門部会設置

９月２８日（木） 10:00 ①産別合同部会
部会長、代理の選出
主要指標説明
審議日程の調整

（９月２７日（金）） （10:00） ①産別合同部会
部会長、代理の選出
主要指標説明
審議日程の調整

１０月１３日（金） 10:00 ②鉄鋼
参考人意見聴取

労使の基本的な考え方
金額審議

②鉄鋼
参考人意見聴取

労使の基本的な考え方
金額審議

１０月１８日（水） 9:00 ③鉄鋼　
金額審議
結　審

③鉄鋼
金額審議
結　審

１０月１２日（木） 13:30 ②光学
参考人意見聴取

労使の基本的な考え方
金額審議

②光学
参考人意見聴取

労使の基本的な考え方
金額審議

１０月１７日（火） 9:00 ③光学
金額審議
結　審

③光学
金額審議
結　審

１０月１３日（金） 13:30 ②電気
参考人意見聴取

労使の基本的な考え方
金額審議

②電気
参考人意見聴取

労使の基本的な考え方
金額審議

１０月１９日（木） 9:00 ③電気
金額審議
結　審

③電気
金額審議
結　審

１０月１１日（水） 10:00 ②自動車
参考人意見聴取

労使の基本的な考え方
金額審議

②百貨店
参考人意見聴取

労使の基本的な考え方
金額審議

１０月２７日（金） 13:30 ③自動車
金額審議
結　審

③百貨店
金額審議
結　審

― ― ― ― ②自動車
参考人意見聴取

労使の基本的な考え方
金額審議

― ― ― ― ③自動車
金額審議
結　審

１０月３１日(火) 13:30 第６回本審 特定最賃審議、採決、答申 （１０月３１日(木)） （10:00） 第６回本審 特定最賃審議、採決、答申

開催せず
１１月１６日(木)

13:30 (第７回本審) 特定最賃異議諮問、審議、採決、答申（１１月１８日(月)） （10:00） 第７回本審 県最賃異議諮問、審議、採決、答申

１月２５日（木） 15:30～ 第２回公益委員会議
審議の課題及びあり方
次年度の審議日程

（１月２４日（金）） （15:30） 第２回公益委員会議
審議の課題及びあり方
次年度の審議日程

― ― ― ― ― ― ― ―

３月２２日（金） 9:00 第７回本審
産別意向表明

意向表明に対する意見交換
次年度の審議計画（案）

（３月２１日（金）） （10:00） 第８回本審
産別意向表明

意向表明に対する意見交換
次年度の審議計画（案）

令和５年度　岩手地方最低賃金審議会開催計画 令和６年度　岩手地方最低賃金審議会開催計画

令和６年度岩手地方最低賃金審議会開催計画　（３月提示案）



資料№4

月　　日 時　　刻 本審及び部会別 備　　考 月　　日 時　　刻 本審及び部会別 備　　考

５月１９日（金） 14:30 第１回公益委員会議 審議会の運営等 ５月１７日（金） 10:00 第１回公益委員会議 審議会の運営等

― ― ― ― ５月下旬
運営小委員会
（必要であれば）

議事の公開等

６月７日（水） 10:00 第1回本審 審議会の運営等 ６月７日（金） 10:00 第1回本審 審議会の運営等

６月１６日（金） １日 実地視察 岩泉町、製造業 ６月中旬 １日 実地視察 地域未定、業種未定

６月３０日（金）
中央最賃審

（目安小委員会）
目安諮問 ６月下旬

中央最賃審
（目安小委員会）

目安諮問

― ― ― ― ― ― ― ―

７月４日（火） 13:30 第２回本審 県最賃諮問 ７月５日（金） 13:30 第２回本審 県最賃諮問

― ― ― ― ― ― ― ―

７月２８日（金） 中央最賃審 目安答申 ７月下旬 中央最賃審 目安答申

８月１日（火） 13:30 第３回本審
目安伝達

行政機関概況説明
主要指標説明

８月２日（金） 10:00 第３回本審
目安伝達

行政機関概況説明
主要指標説明

８月２日（水） 13:30 ①県最賃専門部会
部会長、代理の選出
参考人意見聴取

労使の基本的考え方
８月７日（水） 13:30 ①県最賃専門部会

部会長、代理の選出
参考人意見聴取

労使の基本的考え方

８月３日（木） 13:30 ②県最賃専門部会 金額審議 ８月８日（木） 10:00 ②県最賃専門部会
全国の審議状況

金額審議

８月４日（金） 16:00 ③県最賃専門部会 金額審議 ８月２６日（月） 13:30 ③県最賃専門部会
全国の審議状況

金額審議

８月７日（月） 13:30 ④県最賃専門部会
金額審議
結　審

８月２７日（火） 10:00 ④県最賃専門部会
全国の審議状況

金額審議
結　審

８月８日（火） 10:00 第４回本審
県最賃審議、採決、答申
特定最賃必要性諮問
特別小委員会設置

８月２８日（水） 10:00 第４回本審
県最賃審議、採決、答申
特定最賃必要性諮問
特別小委員会設置

８月２１日（月） 10:00 特別小委員会 特定最賃必要性審議 （９月２日（月）） （10:00） 特別小委員会 特定最賃必要性審議等

（９月３日（火）） （10:00）
特別小委員会
（予備日）

特定最賃必要性審議等

８月２４日（木） 10:00 第５回本審

県最賃異議諮問、審議、採決、答
申
特定最賃必要性審議、採決、答申
特定最賃改正決定諮問
特定最賃各専門部会設置

（９月１３日（金）） （10:00） 第５回本審

県最賃異議諮問、審議、採決、答
申
特定最賃必要性審議、採決、答申
特定最賃改正決定諮問
特定最賃各専門部会設置

９月２８日（木） 10:00 ①産別合同部会
部会長、代理の選出
主要指標説明
審議日程の調整

（１０月　　日（　）） （10:00） ①産別合同部会
部会長、代理の選出
主要指標説明
審議日程の調整

１０月１３日（金） 10:00 ②鉄鋼
参考人意見聴取

労使の基本的な考え方
金額審議

②鉄鋼
参考人意見聴取

労使の基本的な考え方
金額審議

１０月１８日（水） 9:00 ③鉄鋼　
金額審議
結　審

③鉄鋼
金額審議
結　審

１０月１２日（木） 13:30 ②光学
参考人意見聴取

労使の基本的な考え方
金額審議

②光学
参考人意見聴取

労使の基本的な考え方
金額審議

１０月１７日（火） 9:00 ③光学
金額審議
結　審

③光学
金額審議
結　審

１０月１３日（金） 13:30 ②電気
参考人意見聴取

労使の基本的な考え方
金額審議

②電気
参考人意見聴取

労使の基本的な考え方
金額審議

１０月１９日（木） 9:00 ③電気
金額審議
結　審

③電気
金額審議
結　審

１０月１１日（水） 10:00 ②自動車
参考人意見聴取

労使の基本的な考え方
金額審議

②百貨店
参考人意見聴取

労使の基本的な考え方
金額審議

１０月２７日（金） 13:30 ③自動車
金額審議
結　審

③百貨店
金額審議
結　審

― ― ― ― ②自動車
参考人意見聴取

労使の基本的な考え方
金額審議

― ― ― ― ③自動車
金額審議
結　審

１０月３１日(火) 13:30 第６回本審 特定最賃審議、採決、答申 （１１月　　日（　)） （10:00） 第６回本審 特定最賃審議、採決、答申

開催せず
１１月１６日(木)

13:30 (第７回本審) 特定最賃異議諮問、審議、採決、答申（１１月　　日(　)） （10:00） 第７回本審 県最賃異議諮問、審議、採決、答申

１月２５日（木） 15:30～ 第２回公益委員会議
審議の課題及びあり方
次年度の審議日程

（１月２４日（金）） （15:30） 第２回公益委員会議
審議の課題及びあり方
次年度の審議日程

― ― ― ― ― ― ― ―

３月２２日（金） 9:00 第７回本審
産別意向表明

意向表明に対する意見交換
次年度の審議計画（案）

（３月２１日（金）） （10:00） 第８回本審
産別意向表明

意向表明に対する意見交換
次年度の審議計画（案）

令和５年度　岩手地方最低賃金審議会開催計画 令和６年度　岩手地方最低賃金審議会開催計画

令和６年度岩手地方最低賃金審議会開催計画　（修正案）



資料№５

15日 8営業日 30日

→ → →

8月1日（木） 8月16日（金） 8月28日（水） 9月27日（金）

8月2日（金） 8月19日（月） 8月29日（木） 9月28日（土）

8月3日（土） 8月19日（月） 8月29日（木） 9月28日（土）

8月4日（日） 8月19日（月） 8月29日（木） 9月28日（土）

8月5日（月） 8月20日（火） 8月30日（金） 9月29日（日）

8月6日（火） 8月21日（水） 9月2日（月） 10月2日（水）

8月7日（水） 8月22日（木） 9月3日（火） 10月3日（木）

8月8日（木） 8月23日（金） 9月4日（水） 10月4日（金）

8月9日（金） 8月26日（月） 9月5日（木） 10月5日（土）

8月10日（土） 8月26日（月） 9月5日（木） 10月5日（土）

8月11日（日） 8月26日（月） 9月5日（木） 10月5日（土）

8月12日（月） 8月27日（火） 9月6日（金） 10月6日（日）

8月13日（火） 8月28日（水） 9月9日（月） 10月9日（水）

8月14日（水） 8月29日（木） 9月10日（火） 10月10日（木）

8月15日（木） 8月30日（金） 9月11日（水） 10月11日（金）

8月16日（金） 9月2日（月） 9月12日（木） 10月12日（土）

8月17日（土） 9月2日（月） 9月12日（木） 10月12日（土）

8月18日（日） 9月2日（月） 9月12日（木） 10月12日（土）

8月19日（月） 9月3日（火） 9月13日（金） 10月13日（日）

8月20日（火） 9月4日（水） 9月17日（火） 10月17日（木）

8月21日（水） 9月5日（木） 9月18日（水） 10月18日（金）

8月22日（木） 9月6日（金） 9月19日（木） 10月19日（土）

8月23日（金） 9月9日（月） 9月20日（金） 10月20日（日）

8月24日（土） 9月9日（月） 9月20日（金） 10月20日（日）

8月25日（日） 9月9日（月） 9月20日（金） 10月20日（日）

8月26日（月） 9月10日（火） 9月24日（火） 10月24日（木）

8月27日（火） 9月11日（水） 9月25日（水） 10月25日（金）

8月28日（水） 9月12日（木） 9月26日（木） 10月26日（土）

8月29日（木） 9月13日（金） 9月27日（金） 10月27日（日）

8月30日（金） 9月17日（火） 9月30日（月） 10月30日（水）

8月31日（土） 9月17日（火） 9月30日（月） 10月30日（水）

9月1日（日） 9月17日（火） 9月30日（月） 10月30日（水）

9月2日（月） 9月17日（火） 9月30日（月） 10月30日（水）

令和６年度答申要旨の公示日別最短効力発生予定日一覧表（地域別最低賃金の場合）

※令和５年12月1日時点のカレンダーに基づき、異議申出締切日の翌日に本省で官報公示の手続きを行った場合のスケジュール

※10月1日(火)発効とするためには、８月５日（月）までに答申要旨を公示する必要がある。
　なお、その場合は法定発効ではなく、指定日発効となるよう公示文を作成すること。

答申
(要旨公示)

異議申出
締切

官報
公示

発効



資料№５

15日 8営業日 30日

→ → →

令和６年度答申要旨の公示日別最短効力発生予定日一覧表（地域別最低賃金の場合）

※令和５年12月1日時点のカレンダーに基づき、異議申出締切日の翌日に本省で官報公示の手続きを行った場合のスケジュール

※10月1日(火)発効とするためには、８月５日（月）までに答申要旨を公示する必要がある。
　なお、その場合は法定発効ではなく、指定日発効となるよう公示文を作成すること。

答申
(要旨公示)

異議申出
締切

官報
公示

発効

9月3日（火） 9月18日（水） 10月1日（火） 10月31日（木）

9月4日（水） 9月19日（木） 10月2日（水） 11月1日（金）

9月5日（木） 9月20日（金） 10月3日（木） 11月2日（土）

9月6日（金） 9月24日（火） 10月4日（金） 11月3日（日）

9月7日（土） 9月24日（火） 10月4日（金） 11月3日（日）

9月8日（日） 9月24日（火） 10月4日（金） 11月3日（日）

9月9日（月） 9月24日（火） 10月4日（金） 11月3日（日）

9月10日（火） 9月25日（水） 10月7日（月） 11月6日（水）

9月11日（水） 9月26日（木） 10月8日（火） 11月7日（木）

9月12日（木） 9月27日（金） 10月9日（水） 11月8日（金）

9月13日（金） 9月30日（月） 10月10日（木） 11月9日（土）



資料№５

15日 8営業日 30日

→ → →

令和６年度答申要旨の公示日別最短効力発生予定日一覧表（地域別最低賃金の場合）

※令和５年12月1日時点のカレンダーに基づき、異議申出締切日の翌日に本省で官報公示の手続きを行った場合のスケジュール

※10月1日(火)発効とするためには、８月５日（月）までに答申要旨を公示する必要がある。
　なお、その場合は法定発効ではなく、指定日発効となるよう公示文を作成すること。

答申
(要旨公示)

異議申出
締切

官報
公示

発効

9月14日（土） 9月30日（月） 10月10日（木） 11月9日（土）

9月15日（日） 9月30日（月） 10月10日（木） 11月9日（土）

9月16日（月） 10月1日（火） 10月11日（金） 11月10日（日）

9月17日（火） 10月2日（水） 10月15日（火） 11月14日（木）

9月18日（水） 10月3日（木） 10月16日（水） 11月15日（金）

9月19日（木） 10月4日（金） 10月17日（木） 11月16日（土）

9月20日（金） 10月7日（月） 10月18日（金） 11月17日（日）

9月21日（土） 10月7日（月） 10月18日（金） 11月17日（日）

9月22日（日） 10月7日（月） 10月18日（金） 11月17日（日）

9月23日（月） 10月8日（火） 10月21日（月） 11月20日（水）

9月24日（火） 10月9日（水） 10月22日（火） 11月21日（木）

9月25日（水） 10月10日（木） 10月23日（水） 11月22日（金）

9月26日（木） 10月11日（金） 10月24日（木） 11月23日（土）

9月27日（金） 10月15日（火） 10月25日（金） 11月24日（日）

9月28日（土） 10月15日（火） 10月25日（金） 11月24日（日）

9月29日（日） 10月15日（火） 10月25日（金） 11月24日（日）

9月30日（月） 10月15日（火） 10月25日（金） 11月24日（日）

10月1日（火） 10月16日（水） 10月28日（月） 11月27日（水）

10月2日（水） 10月17日（木） 10月29日（火） 11月28日（木）

10月3日（木） 10月18日（金） 10月30日（水） 11月29日（金）

10月4日（金） 10月21日（月） 10月31日（木） 11月30日（土）

10月5日（土） 10月21日（月） 10月31日（木） 11月30日（土）

10月6日（日） 10月21日（月） 10月31日（木） 11月30日（土）

10月7日（月） 10月22日（火） 11月1日（金） 12月1日（日）

10月8日（火） 10月23日（水） 11月5日（火） 12月5日（木）

10月9日（水） 10月24日（木） 11月6日（水） 12月6日（金）

10月10日（木） 10月25日（金） 11月7日（木） 12月7日（土）

10月11日（金） 10月28日（月） 11月8日（金） 12月8日（日）

10月12日（土） 10月28日（月） 11月8日（金） 12月8日（日）

10月13日（日） 10月28日（月） 11月8日（金） 12月8日（日）

10月14日（月） 10月29日（火） 11月11日（月） 12月11日（水）

10月15日（火） 10月30日（水） 11月12日（火） 12月12日（木）

10月16日（水） 10月31日（木） 11月13日（水） 12月13日（金）



資料№５

15日 8営業日 30日

→ → →

令和６年度答申要旨の公示日別最短効力発生予定日一覧表（地域別最低賃金の場合）

※令和５年12月1日時点のカレンダーに基づき、異議申出締切日の翌日に本省で官報公示の手続きを行った場合のスケジュール

※10月1日(火)発効とするためには、８月５日（月）までに答申要旨を公示する必要がある。
　なお、その場合は法定発効ではなく、指定日発効となるよう公示文を作成すること。

答申
(要旨公示)

異議申出
締切

官報
公示

発効

10月17日（木） 11月1日（金） 11月14日（木） 12月14日（土）

10月18日（金） 11月5日（火） 11月15日（金） 12月15日（日）

10月19日（土） 11月5日（火） 11月15日（金） 12月15日（日）

10月20日（日） 11月5日（火） 11月15日（金） 12月15日（日）

10月21日（月） 11月5日（火） 11月15日（金） 12月15日（日）

10月22日（火） 11月6日（水） 11月18日（月） 12月18日（水）

10月23日（水） 11月7日（木） 11月19日（火） 12月19日（木）

10月24日（木） 11月8日（金） 11月20日（水） 12月20日（金）

10月25日（金） 11月11日（月） 11月21日（木） 12月21日（土）

10月26日（土） 11月11日（月） 11月21日（木） 12月21日（土）

10月27日（日） 11月11日（月） 11月21日（木） 12月21日（土）



資料№５

15日 10営業日 30日

→ → →

9月1日（日） 9月17日（火） 10月2日（水） 11月1日（金）

9月2日（月） 9月17日（火） 10月2日（水） 11月1日（金）

9月3日（火） 9月18日（水） 10月3日（木） 11月2日（土）

9月4日（水） 9月19日（木） 10月4日（金） 11月3日（日）

9月5日（木） 9月20日（金） 10月7日（月） 11月6日（水）

9月6日（金） 9月24日（火） 10月8日（火） 11月7日（木）

9月7日（土） 9月24日（火） 10月8日（火） 11月7日（木）

9月8日（日） 9月24日（火） 10月8日（火） 11月7日（木）

9月9日（月） 9月24日（火） 10月8日（火） 11月7日（木）

9月10日（火） 9月25日（水） 10月9日（水） 11月8日（金）

9月11日（水） 9月26日（木） 10月10日（木） 11月9日（土）

9月12日（木） 9月27日（金） 10月11日（金） 11月10日（日）

9月13日（金） 9月30日（月） 10月15日（火） 11月14日（木）

9月14日（土） 9月30日（月） 10月15日（火） 11月14日（木）

9月15日（日） 9月30日（月） 10月15日（火） 11月14日（木）

9月16日（月） 10月1日（火） 10月16日（水） 11月15日（金）

9月17日（火） 10月2日（水） 10月17日（木） 11月16日（土）

9月18日（水） 10月3日（木） 10月18日（金） 11月17日（日）

9月19日（木） 10月4日（金） 10月21日（月） 11月20日（水）

9月20日（金） 10月7日（月） 10月22日（火） 11月21日（木）

9月21日（土） 10月7日（月） 10月22日（火） 11月21日（木）

9月22日（日） 10月7日（月） 10月22日（火） 11月21日（木）

9月23日（月） 10月8日（火） 10月23日（水） 11月22日（金）

9月24日（火） 10月9日（水） 10月24日（木） 11月23日（土）

9月25日（水） 10月10日（木） 10月25日（金） 11月24日（日）

9月26日（木） 10月11日（金） 10月28日（月） 11月27日（水）

9月27日（金） 10月15日（火） 10月29日（火） 11月28日（木）

9月28日（土） 10月15日（火） 10月29日（火） 11月28日（木）

9月29日（日） 10月15日（火） 10月29日（火） 11月28日（木）

9月30日（月） 10月15日（火） 10月29日（火） 11月28日（木）

10月1日（火） 10月16日（水） 10月30日（水） 11月29日（金）

10月2日（水） 10月17日（木） 10月31日（木） 11月30日（土）

10月3日（木） 10月18日（金） 11月1日（金） 12月1日（日）

令和６年度答申要旨の公示日別最短効力発生予定日一覧表（特定(産業別)最低賃金の場合）

※令和５年12月1日時点のカレンダーに基づき、異議申出締切日の翌日に本省で官報公示の手続きを行った場合のスケジュール

※12月1日(日)発効とするためには、10月３日(木)までに答申要旨を公示する必要がある。

答申
(要旨公示)

異議申出
締切

官報
公示

発効



資料№５

15日 10営業日 30日

→ → →

令和６年度答申要旨の公示日別最短効力発生予定日一覧表（特定(産業別)最低賃金の場合）

※令和５年12月1日時点のカレンダーに基づき、異議申出締切日の翌日に本省で官報公示の手続きを行った場合のスケジュール

※12月1日(日)発効とするためには、10月３日(木)までに答申要旨を公示する必要がある。

答申
(要旨公示)

異議申出
締切

官報
公示

発効

10月4日（金） 10月21日（月） 11月5日（火） 12月5日（木）

10月5日（土） 10月21日（月） 11月5日（火） 12月5日（木）

10月6日（日） 10月21日（月） 11月5日（火） 12月5日（木）

10月7日（月） 10月22日（火） 11月6日（水） 12月6日（金）

10月8日（火） 10月23日（水） 11月7日（木） 12月7日（土）

10月9日（水） 10月24日（木） 11月8日（金） 12月8日（日）

10月10日（木） 10月25日（金） 11月11日（月） 12月11日（水）

10月11日（金） 10月28日（月） 11月12日（火） 12月12日（木）

10月12日（土） 10月28日（月） 11月12日（火） 12月12日（木）

10月13日（日） 10月28日（月） 11月12日（火） 12月12日（木）

10月14日（月） 10月29日（火） 11月13日（水） 12月13日（金）



資料№５

15日 10営業日 30日

→ → →

令和６年度答申要旨の公示日別最短効力発生予定日一覧表（特定(産業別)最低賃金の場合）

※令和５年12月1日時点のカレンダーに基づき、異議申出締切日の翌日に本省で官報公示の手続きを行った場合のスケジュール

※12月1日(日)発効とするためには、10月３日(木)までに答申要旨を公示する必要がある。

答申
(要旨公示)

異議申出
締切

官報
公示

発効

10月15日（火） 10月30日（水） 11月14日（木） 12月14日（土）

10月16日（水） 10月31日（木） 11月15日（金） 12月15日（日）

10月17日（木） 11月1日（金） 11月18日（月） 12月18日（水）

10月18日（金） 11月5日（火） 11月19日（火） 12月19日（木）

10月19日（土） 11月5日（火） 11月19日（火） 12月19日（木）

10月20日（日） 11月5日（火） 11月19日（火） 12月19日（木）

10月21日（月） 11月5日（火） 11月19日（火） 12月19日（木）

10月22日（火） 11月6日（水） 11月20日（水） 12月20日（金）

10月23日（水） 11月7日（木） 11月21日（木） 12月21日（土）

10月24日（木） 11月8日（金） 11月22日（金） 12月22日（日）

10月25日（金） 11月11日（月） 11月25日（月） 12月25日（水）

10月26日（土） 11月11日（月） 11月25日（月） 12月25日（水）

10月27日（日） 11月11日（月） 11月25日（月） 12月25日（水）

10月28日（月） 11月12日（火） 11月26日（火） 12月26日（木）

10月29日（火） 11月13日（水） 11月27日（水） 12月27日（金）

10月30日（水） 11月14日（木） 11月28日（木） 12月28日（土）

10月31日（木） 11月15日（金） 11月29日（金） 12月29日（日）

11月1日（金） 11月18日（月） 12月2日（月） 1月1日（水）

11月2日（土） 11月18日（月） 12月2日（月） 1月1日（水）

11月3日（日） 11月18日（月） 12月2日（月） 1月1日（水）

11月4日（月） 11月19日（火） 12月3日（火） 1月2日（木）

11月5日（火） 11月20日（水） 12月4日（水） 1月3日（金）

11月6日（水） 11月21日（木） 12月5日（木） 1月4日（土）

11月7日（木） 11月22日（金） 12月6日（金） 1月5日（日）

11月8日（金） 11月25日（月） 12月9日（月） 1月8日（水）

11月9日（土） 11月25日（月） 12月9日（月） 1月8日（水）

11月10日（日） 11月25日（月） 12月9日（月） 1月8日（水）

11月11日（月） 11月26日（火） 12月10日（火） 1月9日（木）

11月12日（火） 11月27日（水） 12月11日（水） 1月10日（金）

11月13日（水） 11月28日（木） 12月12日（木） 1月11日（土）

11月14日（木） 11月29日（金） 12月13日（金） 1月12日（日）

11月15日（金） 12月2日（月） 12月16日（月） 1月15日（水）

11月16日（土） 12月2日（月） 12月16日（月） 1月15日（水）



資料№５

15日 10営業日 30日

→ → →

令和６年度答申要旨の公示日別最短効力発生予定日一覧表（特定(産業別)最低賃金の場合）

※令和５年12月1日時点のカレンダーに基づき、異議申出締切日の翌日に本省で官報公示の手続きを行った場合のスケジュール

※12月1日(日)発効とするためには、10月３日(木)までに答申要旨を公示する必要がある。

答申
(要旨公示)

異議申出
締切

官報
公示

発効

11月17日（日） 12月2日（月） 12月16日（月） 1月15日（水）

11月18日（月） 12月3日（火） 12月17日（火） 1月16日（木）

11月19日（火） 12月4日（水） 12月18日（水） 1月17日（金）

11月20日（水） 12月5日（木） 12月19日（木） 1月18日（土）

11月21日（木） 12月6日（金） 12月20日（金） 1月19日（日）

11月22日（金） 12月9日（月） 12月23日（月） 1月22日（水）

11月23日（土） 12月9日（月） 12月23日（月） 1月22日（水）

11月24日（日） 12月9日（月） 12月23日（月） 1月22日（水）

11月25日（月） 12月10日（火） 12月24日（火） 1月23日（木）

11月26日（火） 12月11日（水） 12月25日（水） 1月24日（金）

11月27日（水） 12月12日（木） 12月26日（木） 1月25日（土）
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岩手地方最低賃金審議会委員実地視察 計画概要(案) 

 

日   時： 令和６年６月２０日（木） 

 

視 察 先； 白石食品工業株式会社 

株式会社いんべ 

 

事業の概要：  別添調査表のとおり 

 

視察の内容：  ・会社概要、業界の業況、価格転嫁の状況、賃金の引き上げの状況等に

ついての説明 

・作業内容、施設等の見学 

・使用者、労働者と意見交換 

 

行   程： ８時３０分庁舎集合 

             ↓ 

株式会社いんべ本社工場 

             ↓ 

白石食品工業株式会社本社工場 

             ↓ 

庁舎着後・解散（正午頃予定） 

※視察は午前のみ 

 

移動手段： 岩手労働局官用車に分乗 

 

  

資料６ 
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R6.6 

岩手地方最低賃金審議会実地視察調査表（案） 

 

事業場の名称  株式会社いんべ本社工場 

事業場の所在地 盛岡市西仙北一丁目 41-25 

設 立 ・ 創 立 昭和 35年 9月 

資 本 金 1800万円 

労 働 者 数 正社員 51名（男 16名、女 35名）、パート、契約 90名 

代表者役職・氏名 代表取締役社長 印部孝輔 

事 業 内 容 クリーニング、ユニフォームレンタル、ふとんクリーニング、カーテ

ンクリーニング、ジュータンクリーニング、高級皮革製品・和服クリ

ーニング。フィットネス ※以上、会社年鑑から転記 

 

実 地 調 査 項 目  

１ 経営事情 ・一般的景況（地域的状況、同業種状況） 

・当該事業場の操業状況 

・経営状態（企業収益、人件費率、付加価値に関する事項を

含む、価格転嫁の状況） 

２ 労働者に関する事項 ・労働力の需給状況 

・労働者の構成（性別、年齢別、職種別、基幹的労働者と非

基幹的労働者別、常用と臨時・パート・見習別等） 

・労働者の就業動機等 

３ 賃金に関する事項 ・賃金形態、賃金の額等（上記２の労働者の区分に応じた） 

・賃金改定（ベースアップ等状況） 

  実施の有無    

実施した場合の時期     年  月  日 

改定状況 

 額 最高       円      ％ 

      最低       円      ％ 

   平均       円      ％ 

改定に当たっての主な考慮事項 

(1)世間相場      (2)企業の業績 

(3)労働力の確保・定着 (4)物価上昇 

 (5)労使関係の安定   (6)その他（     ） 

・業界の相場水準 

・初任給（中卒・高卒・大卒） 

４ 作業実態の観察 （以下は委員が記入） 
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５ その他視察に当たっ

て経営者又は労働者か

ら寄せられた要望 
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R6.6 

岩手地方最低賃金審議会実地視察調査表（案） 

 

事 業 場 の 名 称 白石食品工業株式会社本社工場 

事業場の所在地 盛岡市黒川 23地割 70番地 1 

設 立 ・ 創 立 昭和 28年 6月 

資 本 金 1億円 

労 働 者 数 正社員 488名（男 296名、女 192名）、パート、契約 307名 

代表者役職・氏名 代表取締役社長 白石雄一 

事 業 内 容 パン和洋菓子の製造販売及びリテイルベーカリーの経営 

 ※以上、会社年鑑から転記 

 

実 地 調 査 項 目  

１ 経営事情 ・一般的景況（地域的状況、同業種状況） 

・当該事業場の操業状況 

・経営状態（企業収益、人件費率、付加価値に関する事項を

含む、サプライチェーン、価格転嫁の状況） 

２ 労働者に関する事項 ・労働力の需給状況 

・労働者の構成（性別、年齢別、職種別、基幹的労働者と非

基幹的労働者別、常用と臨時・パート・見習別等） 

・労働者の就業動機等 

３ 賃金に関する事項 ・賃金形態、賃金の額等（上記２の労働者の区分に応じた） 

・賃金改定（ベースアップ等状況） 

  実施の有無    

実施した場合の時期     年  月  日 

改定状況 

 額 最高       円      ％ 

      最低       円      ％ 

   平均       円      ％ 

改定に当たっての主な考慮事項 

(1)世間相場      (2)企業の業績 

(3)労働力の確保・定着 (4)物価上昇 

 (5)労使関係の安定   (6)その他（     ） 

・業界の相場水準 

・初任給（中卒・高卒・大卒） 

４ 作業実態の観察 （以下は委員が記入） 
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５ その他視察に当たっ

て経営者又は労働者か

ら寄せられた要望 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 













































































1 / 1 ページ

業務改善助成金　都道府県別・月別件数一覧表　（申請件数累計）

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 局 別 合 計

01 北海道 5 6 29 92 110 152 90 67 107 117 26 84 885

02 青 森 3 9 6 5 8 46 19 30 41 62 3 11 243

03 岩 手 3 0 2 9 24 43 15 53 60 47 4 20 280

04 宮 城 9 5 2 9 25 60 29 43 32 49 4 31 298

05 秋 田 0 1 0 7 15 24 17 18 22 15 4 10 133

06 山 形 2 2 2 6 16 41 18 28 44 34 4 13 210

07 福 島 2 5 6 6 30 36 32 52 50 73 4 20 316

08 茨 城 0 8 5 8 43 38 41 34 41 46 2 19 285

09 栃 木 1 2 5 12 22 27 24 44 35 60 9 17 258

10 群 馬 4 5 4 7 24 45 28 40 46 60 6 24 293

11 埼 玉 3 5 7 6 44 92 50 46 56 96 10 50 465

12 千 葉 8 2 17 6 67 86 47 48 52 80 10 37 460

13 東 京 16 32 29 47 127 173 116 133 177 280 42 163 1,335

14 神奈川 19 15 22 30 86 129 61 93 106 118 8 51 738

15 新 潟 6 5 12 14 53 76 24 76 83 62 5 20 436

16 富 山 0 5 3 6 16 33 14 34 21 24 0 14 170

17 石 川 6 8 6 12 24 62 26 31 50 39 2 12 278

18 福 井 7 5 9 7 26 90 40 39 23 43 1 11 301

19 山 梨 1 5 4 10 21 20 16 27 22 22 1 10 159

20 長 野 7 7 9 10 23 67 21 36 40 44 9 18 291

21 岐 阜 2 4 9 20 25 61 61 51 48 52 8 18 359

22 静 岡 1 6 17 17 69 89 46 75 102 93 11 44 570

23 愛 知 14 31 46 69 192 276 211 230 143 248 22 107 1,589

24 三 重 2 1 7 7 30 37 47 40 51 53 0 21 296

25 滋 賀 7 6 15 12 18 70 25 48 39 77 3 20 340

26 京 都 6 3 12 11 21 53 34 44 63 92 5 35 379

27 大 阪 15 27 43 57 175 260 107 154 223 304 34 130 1,529

28 兵 庫 8 11 17 45 83 108 152 138 135 151 17 49 914

29 奈 良 3 0 4 4 29 39 29 30 41 39 8 17 243

30 和歌山 4 2 3 9 27 38 27 25 27 20 1 14 197

31 鳥 取 3 4 2 3 20 67 20 30 16 53 0 5 223

32 島 根 0 2 3 4 7 53 13 26 22 35 1 8 174

33 岡 山 1 7 16 21 47 86 45 67 52 53 2 27 424

34 広 島 6 8 10 17 64 125 59 55 68 61 5 30 508

35 山 口 0 7 8 6 31 58 41 47 42 56 6 15 317

36 徳 島 1 2 3 10 18 43 6 24 15 30 2 8 162

37 香 川 2 1 2 2 38 107 16 29 27 28 3 10 265

38 愛 媛 2 1 2 2 19 63 28 32 34 61 6 13 263

39 高 知 3 5 3 9 53 62 17 37 27 20 2 2 240

40 福 岡 7 23 15 21 94 274 84 108 117 158 14 71 986

41 佐 賀 4 4 2 3 7 53 54 31 58 42 4 25 287

42 長 崎 1 9 3 6 12 40 30 34 47 44 2 12 240

43 熊 本 3 6 10 9 25 79 38 36 50 107 9 15 387

44 大 分 0 4 7 6 17 86 19 59 45 56 4 22 325

45 宮 崎 0 1 3 8 17 37 28 27 31 30 5 3 190

46 鹿児島 6 4 8 1 11 34 10 37 29 37 3 2 182

47 沖 縄 12 8 5 14 13 31 36 42 52 79 6 18 316

215 319 454 702 1,966 3,669 2,011 2,528 2,712 3,450 337 1,376 19,739合 計

令和5年度

令和6年3月31日時点

令和5年 令和6年

sakaizawaat
Image
ここにメモを書いてください。
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業務改善助成金　都道府県別・月別件数一覧表　（申請件数累計）

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 局 別 合 計

01 北海道 25 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 25

02 青 森 4 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 4

03 岩 手 9 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 9

04 宮 城 8 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 8

05 秋 田 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1

06 山 形 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2

07 福 島 8 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 8

08 茨 城 9 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 9

09 栃 木 7 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 7

10 群 馬 7 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 7

11 埼 玉 14 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 14

12 千 葉 5 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 5

13 東 京 62 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 62

14 神奈川 13 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 13

15 新 潟 10 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 10

16 富 山 4 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 4

17 石 川 10 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 10

18 福 井 7 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 7

19 山 梨 4 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 4

20 長 野 6 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 6

21 岐 阜 11 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 11

22 静 岡 15 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 15

23 愛 知 49 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 49

24 三 重 6 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 6

25 滋 賀 11 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 11

26 京 都 9 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 9

27 大 阪 59 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 59

28 兵 庫 29 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 29

29 奈 良 4 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 4

30 和歌山 9 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 9

31 鳥 取 9 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 9

32 島 根 9 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 9

33 岡 山 16 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 16

34 広 島 20 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 20

35 山 口 7 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 7

36 徳 島 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

37 香 川 5 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 5

38 愛 媛 3 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 3

39 高 知 7 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 7

40 福 岡 21 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 21

41 佐 賀 8 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 8

42 長 崎 7 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 7

43 熊 本 5 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 5

44 大 分 3 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 3

45 宮 崎 5 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 5

46 鹿児島 7 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 7

47 沖 縄 8 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 8

557 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 557合 計

令和6年度

令和6年4月30日時点

令和6年 令和7年

sakaizawaat
Image
ここにメモを書いてください。


